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山形大学附属病院における退院困難事例の特徴と
地域医療連携センター退院支援部門の役割に関する検討
大竹まり子，田代久男*，齋藤明子，右田周平，小林淳子，山本ツナ子*
山形大学医学部看護学科地域看護学講座
 *山形大学医学部附属病院看護部 
（平成15年10月27日受理）
要　　　旨
　別刷請求先：大竹まり子（山形大学医学部看護学科地域看護学講座　助手）〒990-9585　山形市飯田
西２-２-２
背景 ：在院日数の短縮化が図られている社会情勢から、山形大学医学部附属病院に地域
医療連携センターを設置する運びとなった。そこで、センターにおける退院支援部門の
役割を明確にするため、センター開設前の当院における退院困難事例に注目して調査を
行なったので、その結果を報告する。
対象 ：山形大学医学部附属病院の病棟看護師、看護師長より提出された退院困難事例。
方法 ：山形大学医学部附属病院看護部に質問紙を配布し、過去及び現在の退院困難事例
に関する記載を依頼。提出された111事例を退院困難事例として分析対象とした。退院
困難事例の年齢、性別、家族構成、居住地、診療科、現在もしくは退院時に行っている
医療処置、退院後の療養生活に影響する障害の有無、障害者手帳など福祉制度の利用の
有無、ADL、痴呆の有無、退院支援で困っていることについて記載を求め、退院困難事
例の特徴を分析した。
結果 ：事例の年齢層は０歳から89歳の広範囲にわたったが、65歳以上の高齢者が47.7%
を占めた。在宅療養に影響する障害および疾患は、運動機能障害が最も多く31事例
（35.1%）であり、次いで悪性疾患、精神疾患、難病であった。111事例中94事例（84.7%）
が何らかの医療処置を行っていた。ADL評価では自立の事例に次いで重度の事例が多
く、ADLが５項目とも自立している事例は23事例（20.7%）であった。痴呆評価では正
常な事例が40.5%であった。 ADLが自立し、痴呆のない14事例の退院困難理由の背景
は、医療処置があること、精神疾患、悪性疾患、一人暮らしであった。医療依存の高い
患者、介護力に問題のある患者の退院後の生活環境を整えることがセンターにおける退
院支援部門の役割であることが示唆された。
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緒　　　言
　急速に進行する高齢化と疾病構造の変化に伴
い、これに対応する医療提供体制の整備が急が
れてきた1)。そして、診療報酬の改定のたびに
平均在院日数の短縮化は如実となっている2)。
平成12年の診療報酬改定は、地域の保健・医
療・福祉の連携を強化する内容であり、これま
でになく病院関係者の注目を集めてきた。その
理由の１つは急性期病院加算の要件が新設され
たことであり、もう１つは病院から診療所への
逆紹介にも大きな点数がつくようになったこと
である3）。紹介率30%以上、平均在院日数20日
以内という急性期病院加算の要件を達成するた
めには、新入院患者を紹介する開業医等の前方
連携と、退院患者を引き受ける病院や老人保健
施設、在宅支援を引き受ける診療所や訪問看護
ステーションとの後方連携が欠かせない。以上
のような社会背景から、山形大学医学部附属病
院でも平成14年２月より地域医療連携センター
（以下センターとする）を設置する運びとなっ
た。
　センターの退院支援部門は、病院から在宅へ
の移行を円滑に進める後方支援の役割を担う部
門であり、特にその役割を期待されるのは退院
困難事例に対する支援である。一般に70歳以上
の高齢者、脳血管障害者、単身者などが退院支
援のハイリスクとしてスクリーニング基準に用
いられている4)-8)。特定機能病院は医療法で「高
度な医療を提供すること」と定められており9）、
従来の退院支援とは役割が異なることが予測さ
れ、より適切な退院支援を行うためには、セン
ター開設前に退院困難事例の実態を把握する必
要があると考える。
　そこで、センターにおける退院支援部門の役
割を明確にするため、センター開設前の当院に
おける退院困難事例に注目して調査を行なった
ので、その結果を報告する。
研究方法
対象 ：山形大学附属病院看護部（以下病院看護
部とする）より提出された退院困難事例120事例
のうち有効回答111事例を退院困難事例として
分析対象とした。
期間 ：平成13年12月～14年１月。
方法 ：質問紙調査を実施した。病院看護部に対
し、過去及び現在の退院困難事例について各病
棟最大10事例までの記載を依頼した。看護部長
から病棟師長に調査に関して説明があり、質問
紙への記載は病棟師長あるいは病棟スタッフが
行った。
調査内容 ：退院困難事例の属性（年齢、性別、
居住地、家族構成）、診療科、現在もしくは退院
時に行っている医療処置、退院後の療養生活に
影響する障害の有無、障害者手帳など福祉制度
利用の有無、日常生活動作（ADL：Activities 
of daily living以下ADLとする）、痴呆の有無、
退院支援で困っていることについて尋ねた。
　ADLの評価にはN式老年者用日常生活動作
能力評価尺度（N-ADL）を用いた10）。N-ADLは、
「歩行・起座」、「生活圏」、「着脱衣・入浴」、「摂
食」、「排泄」の５項目からなり、得点に応じて
正常から重症までそれぞれ５段階に評定する。
痴呆の評価にはN式老年者用精神状態尺度
（NMスケール）を用いた11）。 NMスケールは
「家事身辺整理」、「関心・意欲交流」、「会話」、
「記銘・記憶」、「見当識」の５項目からなり、
合計点をNMスケール評価点とする。そのNM
スケール評価点に応じて、正常から重症まで５
段階に評定する。得点が高いほど正常である。
N-ADLスケールの「歩行・起座」で１点以下の
場合、「会話」「記銘・記憶」「見当識」３項目の
合計点で判定する。小児はADL・痴呆の評価の
対象から除外した。
　看護師の視点による退院支援困難理由につい
ては、「介護力の問題」、「家屋構造の問題」、「医
療処置や医療機関の問題」、「経済的問題」、
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「サービスの利用に否定的」、「患者が退院を希
望しない」、「家族が退院を希望しない」、「その
他」の８項目設定し、退院支援について困って
いることを尋ねた。
分析方法 ：ADL・痴呆評価と退院困難理由の関
連性の検討についてはχ2検定、患者が退院を
希望しない事例と家族が退院を希望しない事例
の比較にはMann-WhitneyのU検定を用いた。
統計解析にはSPSS 11.5 for Windowsを使用し、
有意水準を５%未満とした。
倫理的配慮 ：調査の実施については、センター
図１．診療科別退院困難事例数
図２．退院困難事例の年代の分布
 表１．退院困難事例の属性　　　　　　n=111
　　　　　　　　　　　　　　　　 人数　（%）
　性別　　　男性　　　　　　　　　56（50.9）
　　　　　　女性　　　　　　　　　54（49.1）
　　　　　　不明　　　　　　　　　 1（0.9）
　年齢　　　中央値　　　　　　　  61.5歳
　　　　　　（最小－最大）　　　　　(0-89）
　家族形態　家族と同居　　　　　 105（88.2）
　　　　　　単身　　　　　　　　　12（10.1）
　　　　　　その他　　　　　　　　 2（1.7）
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開設準備委員会、病院運営委員会で承認を得、
看護部長に調査の趣旨を説明し、同意を得たう
えで実施した。調査は無記名で行い、患者の匿
名性を確保しプライバシーに留意した。
結　　　果
　１病棟２～10例の退院困難事例が14病棟から
提出され、診療科別では、歯科の０事例を除く
16診療科から１～13例の退院困難事例が提出さ
れた（図１）。
１．属性
　男性56事例、女性54事例で、平均年齢55.4歳、
中央値61.5歳と高齢者に分布の偏りがあり、70
～79歳が最も多く全体の25%を占めた。前期高
齢者（65～74歳）30名、後期高齢者（75歳以上）
23名で、65歳以上の高齢者は47.7%であった（表
１、図２）。また、家族構成は家族と同居97事例
（87.4%）、単身者12事例（10.8%）だった。そ
の他の２事例は施設入所であった。
　居住地は、山形県内44市町村のうち21市町村
にわたり、山形市が47事例と最も多かった。山
　表２．退院後の療養生活に影響する
　　　　障害または疾患　　　　　　　 n=111
　　項　　目　　　　　　　　　　　 n　（%）
　運動機能障害　　　　　　　　　　39（35.1）
　悪性疾患　　　　　　　　　　　　18（16.2）
　精神疾患　　　　　　　　　　　　15（13.5）
　難病　　　　　　　　　　　　　　14（12.6）
　視力障害　　　　　　　　　　　　13（11.7）
　痴呆症状　　　　　　　　　　　　12（10.8）
　意識障害　　　　　　　　　　　　10　（9.0）
　高次機能障害　　　　　　　　　　 8　（7.2）
　聴力障害　　　　　　　　　　　　 5　（4.5）
　その他　　　　　　　　　　　　　35（31.5）
複数回答
表３．福祉制度の利用　　　　　　　 n=111
%申請中あり　項　　目
(27.9)
(12.6)
(11.7)
 (4.5)
 (4.5)
 (2.7)
 (1.8)
4
0
2
0
0
1
0
27
14
13
 5
 5
 2
 2
身体手帳
特定疾患
介護認定
育成医療
生活保護
精神手帳
養育医療
複数回答
表４．現在（退院時）行っている医療処置　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 n=111
%ｎ項　　目
(27.0)
(19.8)
(16.2)
(18.0)
(18.0)
(16.2)
(12.6)
(12.6)
 (9.9)
 (9.9)
 (5.4)
 (4.5)
 (3.6)
(29.7)
(15.3)
30
22
20
20
20
18
14
14
11
10
 6
 5
 4
33
17
リハビリテーション
吸引
食事療法
点滴・自己注射・IVH
経管栄養，胃瘻
留置膀胱カテーテル，導尿，膀胱洗浄
摘便，浣腸
気管切開
酸素療法（気管切開，人工呼吸器装着以外の酸素療法）
人工呼吸器装着
褥創処置
ストーマケア
透析（血液透析，CAPD）
その他の医療処置
医療処置なし
複数回答　
大竹，田代，齋藤，右田，小林，山本
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形県外の事例はいなかった。
２．退院後の療養生活に影響する障害、または
疾患
　最も多かったのは運動機能障害で39事例
（35.1%）であり、次いで癌の末期状態（以下
ターミナルとする）13事例を含む悪性疾患で
あった（表２）。その他の内訳は、神経ブロック
を必要とする疼痛、腹膜潅流を含む透析、ス
トーマケアなどであった。
　福祉制度の利用で最も多いのは障害者手帳
で、申請中のものを含めて31事例であり、その
中でも１級が最も多く９事例であった。介護認
定は13事例にとどまった （表３）。
　難病の14事例はいずれも、特定疾患の公費負
担制度の利用を申請済みであった。
３．調査時 （もしくは退院時）に行なっている
医療処置
　111事例中94事例（84.7%）が何らかの医療処
置を行っており、リハビリテーション30事例
（27.0%）、次いで、吸引、食事療法、点滴、経
管栄養であった（表４）。
　退院時もしくは現在行っている医療処置のな
い17事例の内訳は、精神疾患９事例、悪性疾患
５事例の他、両親が離婚しているなど介護者側
に問題のある小児２事例、80歳でひとり暮らし
の１事例、薬の自己管理に問題のある１事例で
あった。
４．A DLおよび痴呆評価
　ADLは「歩行・起座」「生活圏」「着脱衣・入
浴」「摂食」「排泄」いずれにおいても、正常が
最も多く、次に多いのが重症であった。５項目
とも自立していたのは23事例（20.7%）であっ
た。ADL５項目のうち「歩行・起座」の分布を
図３に示す。
　痴呆評価では正常の事例が最も多く、45事例
（40.5%）だった（図４）。
５．退院支援困難の理由
　退院支援について困っていることについて看
護師に尋ねた結果、「介護力の問題」が最も多く
64事例（54.7%）、次いで「医療処置や医療機関
の問題」49事例（44.1%）であり、「サービスの
利用に否定的」な事例は６事例（5.4%）と少な
かった（表５）。
1）介護力の問題
　「介護力に問題」があると回答した64事例に
ついて、その詳細を尋ねた結果を表６に示し
た。「介護者が高齢である」17事例（26.6%）、
「介護者がいない」16事例（25.0%）であった。
　「介護者がいない」と看護師が判断した16事
例のうち、10事例の家族形態は家族と同居で
あった。同居家族がいても「介護者がいない」
と判断した理由は、同居家族が働いており介護
退院困難事例の特徴と退院支援部門の役割
　図３．ADL評価（N-ADL）のうち
　　　　「歩行・起座」の分布　　　　　 n=103
　図４．痴呆評価（NMスケール）による分布　
n=96
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者になれない、家族に介護をする意思がないな
ど、同居家族がいても介護者として期待できな
い状態であった。また人工呼吸器装着中の事
例、身体障害者１級の小児の事例では、処置が
多く介助する人が１人では無理、介護者を援助
する人がいないなどであった。 
　「その他の介護力の問題」に記載のあった事
例が29事例あり、その内容は家族の介護負担が
大きい、家族が疲労している、家族では処置で
きない、介護者を支援する人がいないなど、「介
護者がいない」とした理由と同様の内容であっ
た。
2）医療処置や医療機関の問題
　「医療処置や医療機関の問題」があると回答
した49事例の自由記述を整理した結果を表７に
示した。吸引、吸入、胃瘻による経管栄養、創
処置、ストーマケア、インスリン注射など継続
して行う医療処置があることやリハビリテー
ションが必要なことなど医療処置の問題が51%
を占めた。通院が困難、通院に介助が必要など
通院に関する問題が25.5%、内服薬を自己管理
できないなど薬の管理についての問題が10.6%
であった。医療機関の問題としては、空床待ち
が長い、転院先が見つけられない、リハビリ
テーションできる施設がないなど後方病院・施
設の問題が10.6%。不信感があり、紹介元の病
院に戻りたがらない事例が6.4%。近医との連
携がない事例、病院が近くになく、病状が悪化
した場合や急変時に対応できないという事例が
それぞれ4.3%であった。
3）患者・家族が退院を希望しないこと 
　「家族が退院を希望しない」35事例、「患者が
退院を希望しない」29事例だった。そのうち、
患者、家族ともに退院を希望していない事例が
18事例あり、家族のみが退院を希望しないのは
17事例、患者のみが退院を希望しないのは11事
例であった。自由記述を整理した結果、 患者、
家族とも退院を希望しない18事例のうち17事例
が何らかの医療処置を行なっており、病院が安
心という発言を看護師にしていた（表８）。
　また、家族のみが退院を希望しない16事例の
うち、３事例はレスピレーターを使用してお
り、意識障害を伴うなど、医療依存度の高い事
例が多かった。患者のみが退院を希望しない11
事例中５事例は一人暮らしで、在宅で暮らせる
という自信が持てるまで入院したいなどが理由
としてあげられた。今回の退院困難事例111事
例中、単身者は12事例、10.8%であったが、その
うちの８事例は「患者が退院を希望しない」事
表５．退院調整について困っていること
　　　　　　　　　　　　　　　　　n=111
%n項　　目
(57.7)
(44.1)
(31.5)
(26.1)
(26.1)
(20.7)
 (5.4)
(20.7)
64
49
35
29
29
23
 6
17
介護力の問題
医療処置や医療機関の問題
家族が退院を希望しない
患者が退院を希望しない
家屋構造の問題
経済的問題
サービスの利用に否定的
その他
複数回答
表７．医療処置や医療機関の問題詳細
　　　　　　　　　　　　　　　　　　n=47
%n項　　目
51.0
25.5
10.6
10.6
 6.4
 4.3
 4.3
24
12
 5
 5
 3
 2
 2
継続が必要な医療処置がある
通院が困難,通院介助が必要
薬の管理が必要
後方病院・施設の問題
患者が近医に不信感を持っている
近医との連携がない
近くに病院がない
（自由記述）
表６．　介護力の問題詳細　　　　　　n=64
%n項　　目
(26.6)
(25.0)
(15.6)
 (6.2)
(45.3)
17
16
10
 4
29
介護者が高齢である
介護者がいない
介護者の理解不足
介護者（家族間の）との人間関係
その他
複数回答
大竹，田代，齋藤，右田，小林，山本
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例だった。
　患者が退院を希望しない事例と家族が退院を
希望しない事例とを比較した結果、家族が退院
を希望しない事例の方が、有意に医療処置の数
が多く、ADL得点が低く、痴呆の程度が重度で
あった（表９）。
4）その他の在宅療養への不安
　その他の在宅療養への不安について自由記述
を整理した結果、患者自身の問題、病状の問題
があげられた。患者自身の問題は、患者自身が
依存的、病状を受け入れられないなどであり、
病状の問題は進行性の疾患であることなどで
あった。
６．退院支援困難の理由の背景
1）ADLの状態と退院支援困難理由
　ADL５項目についてN-ADLスケールで自立
の群、重度の群と主な退院困難理由との関係を
χ2検定あるいはFisherの直接法により検討し
た結果、ADL自立群より重度群に介護力の問
題、家屋構造の問題があり、家族が退院を希望
しない事例が多かった（表10）。ADLと医療処
置の問題に関連は認められなかった。 
2）痴呆の状態と退院支援困難理由
　NMスケール正常群、重症・中等症痴呆群と退
院支援困難理由との関係をχ2検定あるいは
Fisherの直接法により検討した。重症・中等症
痴呆群は家屋構造に問題のある事例が多かっ
た。介護力の問題、医療処置の問題、家族が退
院を希望しない事例との関連は認められなかっ
た。
3）ADLが自立し、痴呆症状のない事例の退院
支援困難理由
　ADLが５項目とも自立し、痴呆症状のない14
事例の背景は表11のとおりである。11事例が何
らかの医療処置を行なっており、ターミナル期
にある１事例を含む悪性疾患が４事例、精神疾
患３事例、単身者２事例であった。
4）ADLが自立し、痴呆症状のある事例の退院
困難理由
　ADL５項目とも自立している23事例のうち
痴呆症状のない14事例を除いた９事例の「在宅
療養に影響する障害及び疾患」は、精神疾患８
事例、洗浄を伴う医療処置のある事例が１事例
であった。
5）痴呆症状がなく、ADLが自立していない事
例の退院困難理由
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　表８．患者・家族が退院を希望しない事例の詳細
患者家族とも退院を希望しない　　　　n=18
病院が安心（３名）
　・処置があるため（酸素，ネブライザー）
　・一人暮らし
癌の末期状態だが、治癒して退院する
　ことを希望（３名）
２人暮らしで介助者が高齢（２名）
通院が大変
前医に戻りたくない
家族が退院を希望しない　　　　　　　n=16
レスピレーター装着中、在宅は無理（３名）
ADL低下あり、介助量が多い
処置が多い
患者が退院を希望しない　　　　　　　n=11
疼痛があり退院は不安
一人暮らし、自信がつくまで病院にいたい
処置がある
家族との関係が悪い
（自由記述）
　表９．退院を希望しない事例の比較
患者が退院
を希望しな
い事例
　　 n=11
家族が退院
を希望しな
い事例
　　 n=16
* 13処置の数（個）
** 52痴呆評価
** 93歩行・起座?
?
?
?
?
** 91生活圏
** 91着脱衣・入浴
** 93摂食
**103排泄
Mann-WhitenyのU検定
ADL : N-ADLスケール（最高10点）
痴呆 : NMスケール（最高５点）
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　痴呆症状のない45事例のうち、ADLが自立し
ている14事例を除いた31事例の「退院後の療養
生活に影響する障害及び疾患」は、運動機能障
害11事例、悪性疾患６事例、難病３事例で、そ
の他の障害としては、在宅酸素療法、透析など
処置に関する問題、アルコール依存で退院する
と悪化する、若年者のストーマによる精神的苦
痛から社会復帰困難など、多様の障害があげら
れた。また、31事例中28事例が何らかの医療処
置を行っており、一人暮らしが６事例であっ
た。
考　　　案
１．退院困難事例の特徴
　センター開設前の退院困難事例の特徴とし
て、以下のことが明らかになった。事例の年齢
層は０歳から89歳の広範囲にわたったが、65歳
　表10．ADL・痴呆と退院困難理由とのクロス表　　　　　　　　　　　　　　　　　　　事例数(%)
家族退院希望しない患者退院希望しない医療処置の問題家屋構造の問題介護力の問題
項　　　目
ありなしありなしありなしありなしありなし
*
 5(16)27(84) 8(25)24(75)10(50)10(50)
***
   020(100)
*
12(60)8(40)自立
歩行・起座
?
?
?
10(42)14(58) 5(22)18(78)15(75) 5(25)14(70) 6( 30)18(90)2(10)重度
*
 3(10)26(90) 8(28) 2(72)11(58) 8(42)
***
   018(100)
**
 9(50)9(50)自立
生活圏
10(42)14(58) 3(13)20(87)14(70) 6(30)15(75) 5( 25)18(90)2(10)重度
 7(22)25(78)
*
12(37)20(63)12(54)10(46)
***
 2( 1)20( 90)13(59)9(41)自立
着脱衣・入浴
11(38)18(62) 4(14)24(86)19(73) 7(27)15(60)10( 40)21(84)4(16)重度
10(31)22(69)
*
14(44)18(56)11(50)11(50)
**
 3(14)19(  86)16(72)6(27)自立
摂食
 7(29)17(71) 1( 4)22(96)12(70) 5(30)10(59) 7( 41)14(82)3(18)重度
*
 9(21) 3(79)16(38)26(62)18(60)12(40)
*
 6(20)24( 80)22(73)8(27)自立
排泄
 9(53) 8(47) 3(19)13(81)11(61) 7(39)10(56) 8( 44)15(83)3(17)重度
12(29)32(71)
*
17(40)25(60)22(73) 8(27)
*
 8(27) 2( 73)21(21)9(30)正常
痴　　呆
 9(45)11(55) 1( 5)19(95)11(58) 8(42)12(63) 7( 37)17(85)3(15)重症
χ２検定　セルが５以下はFisherの直接法　*p<0.05　**p<0.01　***p<0.001
ADL：N-ADLスケール
痴呆：NMスケール
表11．ADL自立・痴呆なし群の背景（事例数）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　n=14
男性８，女性６性別
平均（SD）58歳（±14.0）年齢
家族と同居12，単身２家族形態
悪性疾患４，精神疾患３，ストーマケア２，疼痛・しびれ２
難病１，糖尿病・視力障害１
在宅療養に影響する障害および
疾患
あり12，なし２医療処置の有無
介護者の問題：患者が介護者の言う事を聞かない．介護者が高齢．
医療処置の問題：ストーマケアを患者が習得しない，家族は拒否．
麻薬内服中．定期受診必要．
　　　　　　　　インスリン持続注射中で急激な血糖変動がある.
患者が退院を希望しない：病状を受け入れず，ブロック治療から
　　　　　　　　　　　　離脱できない．
退院調整について困っていること
大竹，田代，齋藤，右田，小林，山本
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以上の高齢者が47.7%を占めた。在宅療養に影
響する障害および疾患は、運動機能障害が最も
多く31事例35.1%で、次いで悪性疾患、精神疾
患、難病であった。111事例中94事例（84.7%）が
何らかの医療処置を行っていた。ADL評価は
自立している事例が23事例（20.7%）、痴呆評価
は正常な事例が40.5%を占めた。看護師の視点
による退院支援困難理由は、介護力の問題、医
療処置の問題であった。ADLが自立し、痴呆の
ない14事例の退院困難理由の背景は、医療処置
があること、精神疾患、悪性疾患、一人暮らし
であった。 以上の結果より、退院支援部門の
役割を検討する。
２．医療処置の問題について
　111事例中94事例（84.7%）が何らかの医療処
置を行っており、医療処置の問題の有無と
ADL・痴呆の状態とは関連が認められなかった
ことから、医療処置の問題は、ADLや痴呆の有
無に関係なく、ほとんどすべての事例の退院困
難の理由となっており、医療依存が高いことが
特定機能病院の退院支援の特徴であった。数多
くの医療処置を伴う患者に対し、吸引器などの
医療福祉機器や訪問看護、訪問介護などのサー
ビスをコーディネートすることで自宅退院を可
能にしたという報告があり8),12)、退院後に必要
な医療を継続できる療養環境を整えることが退
院支援部門の役割と考える。また。今回の調査
結果から、人工呼吸器管理など高度の医療技術
を求められる事例だけでなく、食事療法、ス
トーマケア、服薬管理などセルフケア能力を高
めることで在宅療養が可能となる事例のあるこ
とが明らかになった。したがって病棟看護師と
連携し、患者・家族への看護技術指導を行うこ
とと平行して、療養環境を整えることが必要と
考える。 
　通院に関する問題が25%を占め、通院に介助
が必要なことが退院困難の理由となっていた。
移送サービスは、介護保険制度で提供していな
いサービスで13）、障害者福祉制度でも交通機関
の負担の軽減、タクシー料金の負担の軽減が主
で ある。ボラン ティア やNPO（non-profit 
organization：特定非営利法人）による移送
サービスがあるが、自治体ごとにサービスが異
なり14）、情報収集が必要である。永田15）は退院
支援専門部を置く利点のひとつに情報の蓄積が
あると述べているが、センターは社会資源に関
する情報を蓄積し、必要な情報を適切に提供す
る役割があると考える。 
３．介護力の問題
　看護師の視点で見た退院支援困難理由で最も
多いのが、介護力の問題であった。在宅療養に
影響する障害では運動機能障害が最も多く、
ADLが自立している群と重度の群の比較では、
重度の群の方が介護力と家屋構造に問題があ
り、家族が退院を希望しない事例が多かった。
高齢者の社会的入院を発生させる患者側の要因
のひとつに身体機能障害の問題がある16),17)。家
族が退院を希望しない事例と患者が退院を希望
しない事例の比較では、前者のADL得点が低
く、医療処置の数が多かった。食事や排泄全て
に介助が必要な介助量の多い事例は、介護者が
いても一人では足りない状況だった。また、介
護者が高齢であることが介護力の問題として最
も多く、いわゆる老老介護の実態が明らかに
なった。昭和15年以降人口の高齢化は進行して
おり18）、同居家族がいても介護者として期待で
きない事例は今後も増加することが予測され
る。公費負担の申請など入院中の医療費に関す
る申請は、必要な人はすべて行っていたが、退
院後の生活設計に関係する介護保険の申請は、
退院困難事例の47.7%が介護保険の1号保険者
に該当する65歳以上であったが11.7%にとど
まっていた。診療報酬上在院日数を削減する意
向が強まる一方、医療従事者も患者・家族も退
院後の療養環境の調整をはかれていないのが現
状であると推察する。介助量が多い場合、地域
の関係機関との調整は多岐にわたることから、
家族だけでサービスを探索するのは困難である
ことが指摘されているが13)、施設側としても
個々の主治医、受け持ち看護師が社会資源を探
退院困難事例の特徴と退院支援部門の役割
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索し、調整することは困難である。また、サー
ビスを提供する地域にとっても、病院に専任の
スタッフがいることで信頼関係を構築しやすく
なることから15）、センターが地域の社会資源や
退院先の情報を収集し、関係各機関との連絡調
整を行う窓口としての機能を果たすことが重要
な役割のひとつと考える。
４．A DL自立群の退院困難理由
　介助量が多いと退院困難を生じることは一般
的であり、今回の調査でも前述のように、ADL
が自立していない群は介護者の問題を抱えてい
た。しかし、本 調査では111事 例中23事例
（20.7%）のADLが 自 立 し て お り、45 事 例
（40.5%）の痴呆評価が正常であり、介護量が少
ないと予測される患者が退院困難事例となって
いた。退院困難理由は、継続が必要な医療処置
があること、悪性疾患であること、精神疾患で
あること、一人暮らしであることであった。
ADLが自立している患者は自宅退院の可能性
が高く19),20)、この群の退院困難理由を考察する
ことは意義があると考える。医療処置の問題に
ついては先に述べており、ここでは家族形態、
悪性疾患、精神疾患について考察する。
　12事例の単身者のうち８事例は「患者が退院
を希望しない」事例だった。単身者は医療処置
が少なく、ADLが自立していても、退院を希望
しない事例が多く、その理由は在宅療養に対す
る自信のなさなどであった。退院支援の要は患
者・家族の今後の療養生活に対する意思決定を
支えることであり21)、単身者に対しては入院早
期から、社会資源の情報を提供しながら退院に
向けて支援する必要があると考える。 
　悪性疾患は在宅療養に影響する障害および疾
患として２番目に多い疾患であった。質問紙に
は「ターミナル」の項目を設けていたが、その
他の欄に悪性疾患と記載された事例が５事例あ
り、当院の特徴的疾患と考え、悪性疾患として
１項目にまとめた。ADLが自立している事例、
医療処置のない事例もあり、自由記述から患
者・家族は、治癒することを退院の基準として
いることが窺えた。一方、医療従事者は積極的
な治療を行う対象でない患者は特定機能病院の
入院対象でないと判断する。そのため、放射線
治療が終了した段階、化学療法が終了した段
階、ターミナルの段階など、治療に区切りがつ
いた段階で退院支援に困難を生じていると推察
できる。医療従事者と患者の入院適応に対する
認識の違いは、悪性疾患に限らない問題であ
り、単身者のところでも述べたように、セン
ターは、状態が悪化した場合の対応など、患者
の不安を軽減するよう療養環境を整えながら、
患者・家族の今後の療養生活に対する意思決定
を支えていく役割が求められていると考え
る。 
　精神疾患は在宅療養に影響する障害及び疾患
として３番目に多い疾患で、ADLが自立し、医
療処置のない事例の退院困難理由となってい
た。昭和25年に制定された精神衛生法が昭和63
年に精神保健法となり、さらに平成７年に精神
保健福祉法へと改正されたことなどにより、精
神疾患に対する治療は、長期入院治療から短期
入院・通院治療、地域ケアへと移行しており、
厚生労働省は精神障害者社会復帰施設の拡大に
取り組んでいる22)。しかし今回の調査では、精
神障害者の社会復帰は難しいという実態が明ら
かになった。施設が整っても、本人自身が作業
所等への通所を希望しない場合もあり、社会復
帰支援は入院時から治療と平行して行なう必要
があり、精神保健福祉士（PSW：psychiatric 
social worker）などの専門職の配置が必要と考
える。
　本調査にご協力いただきました山形大学医学
部附属病院看護部の皆様に心より感謝いたしま
す。
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Background : For the purpose of supporting discharge planning, the Medical 
Information Center was opened in Yamagata University Hospital in 2002. In advance, 
we surveyed problems in discharge planning at our hospital, and concerns about the 
requested roles of the Medical Information Center.
Methods : Questionnaires were distributed to the nursing department in Yamagata 
University Hospital to describe recent cases which involved a difficulty in discharge 
planning. Questions were about age, family structures, living places, clinical depart-
ments, necessity of medical treatment, disabilities in daily life, utilization of some 
welfare services, and concrete problems in discharge planning.
Results : Cases involved patients from age 0 to 89 years, and 47.7% of them were more 
then 65 years old. Motor disability was the most common problem (35.1% of all, 31 
cases) affecting nursing at their home, followed by malignancy, psychiatric diseases and 
intractable diseases. Ninety-four cases out of 111(84.7%) needed some medical 
treatment. Regarding ADL, the normal group was the largest, and the severely 
disturbed group was the second largest. Twenty-three cases showed normal ADL in all 
the evaluation scales. Forty-five cases were judged as normal in their cognitive 
functions. In cases without ADL difficulty or cognitive disturbance (14 cases), problems 
affecting their discharge included the necessity of medical treatment, suffering from 
psychiatric diseases, some malignancy, or living alone. These results indicated that 
arranging the living environment of such patients who rely highly upon medical 
treatment or lack nursing capabilities in their home is a role that the Medical 
Information Center at our hospital is requested to play.
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